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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 67,335 ― △158 ― △248 ― △244 ―

20年3月期第3四半期 70,339 △2.0 170 △80.3 45 △95.2 △18 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 △3.86 ―

20年3月期第3四半期 △0.29 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 68,295 24,176 35.0 383.93
20年3月期 70,198 25,769 36.4 402.76

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  23,930百万円 20年3月期  25,528百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 7.00 7.00
21年3月期 ― ― ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 7.00 7.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 93,000 △3.8 900 7.8 650 5.0 300 96.2 4.73

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ 【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他（２）をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ 【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他（３）をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１． 業績予想につきましては、発表現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があ
ります。 
２． 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  66,829,249株 20年3月期  66,829,249株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  4,498,929株 20年3月期  3,447,202株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  63,273,504株 20年3月期第3四半期  63,760,592株



【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国発で世界に拡がった経済・金融危機の影響を受けて企業

の収益は大幅に悪化し、雇用の不安が高まるとともに個人消費が落ち込み、景気は後退局面を迎えました。インテ

リア業界におきましては、市況の悪化とともに、2007年の改正建築基準法施行による建築着工量の減少が本年度に

も波及し、新築分野における内装工事需要は低迷が続きました。数年来上昇を続けてきた原油相場は、2008年夏以

降、下落に転じたものの、原材料の購買条件が改善するにはタイムラグがあり、経営環境は厳しい状況が続きまし

た。

　こうしたなか、当社グループは中期経営計画 「GROW UP 2008」 に基づき、事業収益力の強化と企業価値の向上

を目指した取り組みを推し進めましたが、取り巻く環境は非常に厳しく、当第３四半期連結累計期間における売上

高は67,335百万円、経常損失は248百万円、四半期純損失は244百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

<塩ビ製品事業>

塩ビ製品事業は、商業施設や賃貸住宅向けで塩ビタイルが好調に推移し、また、大型工場を中心に長尺シート

の需要が拡大しましたが、2008年半ば以降は新築マンションの建設が大幅に減って開放廊下用防滑性ビニル床

シートの売上が減少し、売上高は22,525百万円、営業利益は1,120百万円となりました。

<繊維製品事業>

繊維製品事業は、異型サイズのタイルカーペット「ヴァリーシリーズ」が、2008年８月に新製品を加えて充実

を図ったことから順調に売上を伸ばしましたが、市況の悪化で一般のタイルカーペットやカーテンは需要の減少

傾向がみられ、売上高は20,816百万円、営業利益は108百万円となりました。

　<その他事業>

　その他事業は、量産タイプの壁装材や販売子会社における工事や仕入商品の売上が減少し、売上高は23,993百

万円、営業損失は250百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第３四半期連結会計期間末の総資産については、季節変動に伴う売上債権の減少等により、前期末に比べ1,902

百万円減少し、68,295百万円となりました。

　負債については、仕入債務の減少等により、前期末に比べ309百万円減少し、44,119百万円となりました。

　純資産については、配当金の支払い及び株価の下落に伴うその他有価証券評価差額金の減少等により、前期末に

比べ1,592百万円減少し、24,176百万円となりました。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　連結業績予想につきましては、平成20年５月９日公表の業績予想数値から変更はありません。



４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

① 簡便な会計処理

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっております。

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

該当事項はありません。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

① 四半期財務諸表に関する会計基準の適用

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

② 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりま

したが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失が64百万円、経常損失が43百万円、税金等調整前四半

期純損失が205百万円それぞれ増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

有価証券

その他有価証券のうち時価のあるものについては、従来、四半期連結会計期間末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より、株式市況の短期的な変動による純資産の部への影響を平準化するため、

四半期連結会計期間末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）に変更しております。

　これにより、当第３四半期連結会計期間末の投資有価証券が169百万円、その他有価証券評価差額金が104

百万円それぞれ減少し、繰延税金資産が68百万円増加しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であり、記載を省略しております。また、セ

グメント情報に与える影響はありません。

③ リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平

成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになった

ことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる、当第３四半期連結累計期間の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であり、記載を省略

しております。



（追加情報）

有形固定資産の耐用年数の変更

　当社及び連結子会社は、機械装置について、平成20年度の法人税法の改正に伴って耐用年数の見直しを行い、第

１四半期連結会計期間より、改正後の法定耐用年数に変更しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失が25百万円それぞ

れ増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,400 4,032

受取手形及び売掛金 23,706 27,607

有価証券 813 763

商品及び製品 7,323 6,874

仕掛品 1,136 1,067

原材料及び貯蔵品 1,429 1,330

繰延税金資産 1,209 1,035

その他 1,032 666

貸倒引当金 △196 △208

流動資産合計 41,854 43,171

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,627 5,821

機械装置及び運搬具（純額） 2,842 2,923

工具、器具及び備品（純額） 314 364

土地 8,685 8,728

リース資産（純額） 73 －

建設仮勘定 1,092 193

有形固定資産合計 18,636 18,031

無形固定資産   

のれん 151 184

ソフトウエア 786 1,088

その他 114 64

無形固定資産合計 1,052 1,337

投資その他の資産   

投資有価証券 3,219 4,492

長期貸付金 290 298

繰延税金資産 1,592 1,115

その他 2,198 2,207

貸倒引当金 △548 △455

投資その他の資産合計 6,751 7,658

固定資産合計 26,440 27,027

資産合計 68,295 70,198



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 24,270 24,992

短期借入金 740 2,400

未払法人税等 76 200

未払費用 1,280 1,424

賞与引当金 164 641

その他 1,655 769

流動負債合計 28,188 30,428

固定負債   

長期借入金 9,400 7,700

退職給付引当金 4,329 4,409

役員退職慰労引当金 318 262

その他 1,882 1,628

固定負債合計 15,931 13,999

負債合計 44,119 44,428

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,855 6,855

資本剰余金 6,488 6,488

利益剰余金 11,099 11,787

自己株式 △1,064 △863

株主資本合計 23,379 24,268

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 551 1,241

為替換算調整勘定 － 17

評価・換算差額等合計 551 1,259

少数株主持分 246 241

純資産合計 24,176 25,769

負債純資産合計 68,295 70,198



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 67,335

売上原価 50,306

売上総利益 17,028

販売費及び一般管理費  

運賃及び荷造費 3,822

広告宣伝費 1,473

貸倒引当金繰入額 87

給料及び賞与 4,815

賞与引当金繰入額 122

退職給付費用 477

減価償却費 734

その他 5,654

販売費及び一般管理費合計 17,187

営業損失（△） △158

営業外収益  

受取利息 17

受取配当金 72

仕入割引 55

その他 126

営業外収益合計 273

営業外費用  

支払利息 156

売上割引 85

持分法による投資損失 42

その他 79

営業外費用合計 363

経常損失（△） △248

特別利益  

固定資産売却益 300

投資有価証券売却益 5

貸倒引当金戻入額 2

特別利益合計 307

特別損失  

固定資産除却損 30

投資有価証券評価損 105

たな卸資産評価損 162

関係会社出資金売却損 124

特別損失合計 422

税金等調整前四半期純損失（△） △363

法人税、住民税及び事業税 59

法人税等調整額 △187

法人税等合計 △127

少数株主利益 7

四半期純損失（△） △244



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △363

減価償却費 1,414

固定資産除却損 30

固定資産売却損益（△は益） △300

投資有価証券評価損益（△は益） 105

貸倒引当金の増減額（△は減少） 81

退職給付引当金の増減額（△は減少） △79

受取利息及び受取配当金 △90

支払利息 156

売上債権の増減額（△は増加） 3,819

たな卸資産の増減額（△は増加） △616

仕入債務の増減額（△は減少） △883

その他 △33

小計 3,239

利息及び配当金の受取額 90

利息の支払額 △144

法人税等の支払額 △193

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,992

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △100

有形固定資産の取得による支出 △1,177

有形固定資産の売却による収入 373

無形固定資産の取得による支出 △115

投資有価証券の取得による支出 △3

投資有価証券の売却による収入 14

貸付けによる支出 △82

貸付金の回収による収入 39

その他 43

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,008

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 40

長期借入れによる収入 2,100

長期借入金の返済による支出 △2,100

自己株式の増減額（△は増加） △201

配当金の支払額 △443

その他 △62

財務活動によるキャッシュ・フロー △667

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,316

現金及び現金同等物の期首残高 4,783

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,100



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
塩ビ製品事業
（百万円）

繊維製品事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 22,525 20,816 23,993 67,335 ― 67,335

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
― ― ― ― (―) ―

計 22,525 20,816 23,993 67,335 (―) 67,335

営業利益又は営業損失 (△) 1,120 108 △250 978 (1,136) △158

　（注）１　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品

　(1) 塩ビ製品事業・・・塩ビタイル、塩ビシート

　(2) 繊維製品事業・・・カーペット、カーテン

　(3) その他事業・・・・壁装材、接着剤、ブラインド他

３　会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

【定性的情報・財務諸表等】４.（３）② に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しております。これにより、当第３

四半期連結累計期間の営業利益が塩ビ製品事業で17百万円、繊維製品事業で30百万円それぞれ減少し、また

営業損失がその他事業で17百万円増加しております。

４　追加情報

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

【定性的情報・財務諸表等】４.（追加情報）に記載のとおり、当社及び連結子会社は、機械装置について、

平成20年度の法人税法の改正に伴って耐用年数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間より、改正後の法

定耐用年数に変更しております。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益が塩ビ製品事業で１百

万円増加し、繊維製品事業で32百万円減少し、また営業損失がその他事業で４百万円減少しております。

〔所在地別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

提出会社の在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。

〔海外売上高〕

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間の海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略してお

ります。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。



「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

前第３四半期連結累計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分 金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 70,339 100.0

Ⅱ　売上原価 52,362 74.5

　　　売上総利益 17,977 25.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 17,806 25.3

　　　営業利益 170 0.2

Ⅳ　営業外収益 311 0.5

Ⅴ　営業外費用 436 0.6

　　　経常利益 45 0.1

Ⅵ　特別利益 26 0.0

Ⅶ　特別損失 66 0.1

　　　税金等調整前四半期純利益 6 0.0

　　　法人税、住民税及び事業税 38 0.0

　　　法人税等調整額 2 0.0

　　　少数株主損失 (△) △15 △0.0

　　　四半期純損失 (△) △18 △0.0



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前第３四半期連結累計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6

減価償却費 1,427

貸倒引当金の増減額(減少：△)　 △16

退職給付引当金の増減額(減少：△) △217

受取利息及び受取配当金　 △88

支払利息　 143

売上債権の増減額(増加：△) 5,251

たな卸資産の増減額(増加：△)　 △698

仕入債務の増減額(減少：△) △3,411

その他 △960

小計 1,437

利息及び配当金の受取額 88

利息の支払額　 △126

法人税等の支払額　 97

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,497

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出　 △478

有形固定資産の売却による収入 73

無形固定資産の取得による支出 △86

投資有価証券の取得による支出 △240

投資有価証券の売却による収入 0

貸付による支出 △15

貸付金の回収による収入 68

その他 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △674

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額(減少：△) △300

長期借入れによる収入 1,500

長期借入金の返済による支出 △1,545

自己株式の売却による収入 235

配当金の支払額 △443

その他 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △567

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 255

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 4,398

Ⅵ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 3

Ⅶ　現金及び現金同等物の四半期末残高 4,657



（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

前第３四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

　（単位：百万円）

塩ビ製品事業 繊維製品事業 その他事業 計 消去又は全社 連結

売 上 高 22,940 22,523 24,874 70,339 (―) 70,339

営業費用 21,808 22,461 24,692 68,963 1,205 70,168

営業利益 1,132 61 182 1,376 (1,205) 170
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